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長期予測をベースとした波浪荷重の簡易算式の開発 
─ Heave加速度及びPitch角 ─ 

 
篠本 恭平＊，松井 貞興＊＊，杉本 圭＊，芦田 晋作＊＊＊ 

 
1．緒言 

船舶の設計において，乗船者の安全性や乗心地，

船体構造設計のための波浪荷重など様々な側面から

波浪中の船体運動の合理的な推定が求められている。

今日では，3次元パネル法等の耐航性ツールによっ

て精度よく波浪中の船体運動を推定することができ，

設計現場や規則開発において実用に供されている1)。

一方で，数値解析に依らない船体運動の簡易的な推

定手法にも高い需要が存在する。例えば，個船毎に

構造強度評価のための波浪荷重を数値解析で推定す

ることは，船体構造設計の工数を考えるとハードル

が高いとされる。そのため，船級規則2) 3)では船舶

の主要パラメータを用いた簡易算式による波浪荷重

の推定手法が採用されている。 
これまで多くの場合，船舶の最大荷重は，線形重

ね合わせ理論を応用したエネルギースペクトル法を

利用することで不規則波中の船体応答の解析，さら

に，評価海域の波浪発現頻度表を利用した長期予測

が行われることで推定されてきた4) 5)。船級規則2) 3)

においても，最大荷重の線形項は超過確率10-8レベ

ルの長期予測値と同等な値となるよう規定されてい

る。このことからも，長期予測は船舶の最大荷重の

線形項を推定するために確立された手法であると言

うことができる。 
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＊＊ 海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所 
＊＊＊ 川崎重工業株式会社（研究当時，船体開発部） 

本研究の目的は，長期予測を定式化し，汎用的か

つ高精度な超過確率10-8レベルの最大荷重の簡易算

式を開発することである。目的を同じくする過去の

研究として，河邉らによる研究6)が挙げられるが，

ストリップ法による計算結果を用いた構造解析を行

い，波浪による応力の長期分布を求めて最大荷重を

予測する手法を提案している。また，河邉らや重見

ら7)の研究では，不規則波中の船体応答の標準偏差

の定式化などは行っていない。加えて，同研究はば

ら積貨物船と油タンカーのみを対象としていたため，

その結果を他の船種やサイズの船舶に対しての精度

保証は難しいと考える。本研究では，不規則波中の

船体応答の標準偏差や不規則波の方向分布を考慮し

ている。また，船舶の主要パラメータを用いた長期

予測の定式化を図っている。船種やサイズを限定し

ない簡易算式を開発するため，一歩一歩段階を踏ん

で波浪荷重の支配的な要因とその傾向を検討し，任

意の船種及びサイズのモデルを用いた数値解析によ

り精度検証を行った。これにより，汎用的かつ高精

度な簡易算式を開発できたと考える。 
本稿はHeave加速度とPitch角に焦点を当て，簡

易算式を提案している。 
簡易算式に含まれる応答振幅（以下，RAO）に

は，数値解析で得られたRAOを用いたが，Jensen
ら8)や松井ら9)が提案するRAOの簡易算式を用いる

図1 定式化された長期予測のフロー図 
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ことも可能である。 
超過確率10-8の長期予測値を得るためのフロー図

を図1に示す。図1の通り，長期予測は構成要素に分

けることができ，それぞれ第4章以降で説明する簡

易算式で表すことができる。これらの構成要素を可

能な限り理論的なアプローチで発展させて長期予測

を定式化した。数学的に定式化することが困難な要

素もあったが，数値解析に使用した船舶の多様性と

総数を活かして定式化を試みた。 

2．3次元耐航性プログラムによる数値解析 

提案した超過確率10-8レベルの最大荷重の簡易算

式の精度を検証するため，日本海事協会が開発した

線形の3次元耐航性プログラムによる計算を実施し

た。当該プログラムは，Papanikolauらが提案した

前進速度影響を加味したGreen関数法に基づくプロ

グラムである10) 11)。杉本らは曳航試験を行い，数

値解析の結果との比較により当該プログラムの精度

を検証している1)。当該検証により，当該プログラ

ムで計算された船体運動や船体曲げモーメントなど

の応答と低波高条件での実測値はよく一致すること

が分かった。しかし，当該プログラムにはいくつか

の制限があり，これらの制限によって実験値と計算

値の間にわずかな誤差が生じる可能性があることを

理解しておく必要がある。計算モデルのパネルサイ

ズが波長に対して相対的に粗いことに起因すると予

想される実験値と計算値の誤差がその一例である。 
数値解析には154の計算モデル（実在する船舶77

隻×1隻あたり満載積付状態及びバラスト状態の2
つの状態）を用いた。提案した簡易算式は，一般的

な商船を対象としているため，喫水線以下の没水部

の形状が左右対称である単胴船に計算対象を限定し

た。図2に示すように，𝐿𝐿や𝐶𝐶�，𝐶𝐶�などの値が幅広

くなるよう解析対象の船舶を選定している。また，

用いた船種はアスファルト運搬船，ばら積貨物船，

コンテナ運搬船，セメント運搬船，木材チップ運搬

船，一般貨物船，液化ガス運搬船（LNG，LPG），

ケミカルタンカー，鉱石運搬船，油タンカー，自動

車運搬船，冷蔵運搬船，RO-RO船と多岐にわたる。

なお，Common Structural Rules for Bulk Carriers 
and Oil Tankers12)を参考に，大波高中での船速低

下を考慮し，前進速度は5 knotとした。 

 

(A) 船の長さ 

 

(B) 方形係数及び水線面積係数 

図2 数値解析対象船のヒストグラム 

3．海象条件 

海象条件には，IACS Recommendation No. 3413)

の波浪発現頻度表を用いた。図3に当該波浪発現頻

度表を示す。 

4．超過確率10-8レベルの最大荷重の簡易算式 

極値𝑎𝑎が閾値𝑎𝑎�を超える短期不規則海象中の応答

の確率分布をRayleigh分布で近似し，当該海象の

発現確率を乗じて数値積分することで，長期の𝑎𝑎�を
超える確率��𝑎𝑎 � 𝑎𝑎��が式(1)のように表される。 

 
��𝑎𝑎 � 𝑎𝑎�� 

= 1
2𝜋𝜋� 〈� ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�𝜎𝜎�𝑇𝑇�, 𝜒𝜒����
�

�
𝑝𝑝�𝐻𝐻�, 𝑇𝑇��𝑑𝑑𝐻𝐻�𝑑𝑑𝑇𝑇�〉

��

�
𝑑𝑑𝜒𝜒 

(1) 

 

図3 IACS REC. 3413)の波浪発現頻度表 

Hs/Tz 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5 7.5 8.5 9.5 10.5 11.5 12.5 13.5 14.5 15.5 16.5 17.5 18.5 SUM
0.5 0 0 1.3 133.7 865.6 1186 634.2 186.3 36.9 5.6 0.7 0.1 0 0 0 0 0 0 3050.4
1.5 0 0 0 29.3 986 4976 7738 5569.7 2375.7 703.5 160.7 30.5 5.1 0.8 0.1 0 0 0 22575.4
2.5 0 0 0 2.2 197.5 2158.8 6230 7449.5 4860.4 2066 644.5 160.2 33.7 6.3 1.1 0.2 0 0 23810.4
3.5 0 0 0 0.2 34.9 695.5 3226.5 5675 5099.1 2838 1114.1 337.7 84.3 18.2 3.5 0.6 0.1 0 19127.7
4.5 0 0 0 0 6 196.1 1354.3 3288.5 3857.5 2685.5 1275.2 455.1 130.9 31.9 6.9 1.3 0.2 0 13289.4
5.5 0 0 0 0 1 51 498.4 1602.9 2372.7 2008.3 1126 463.6 150.9 41 9.7 2.1 0.4 0.1 8328.1
6.5 0 0 0 0 0.2 12.6 167 690.3 1257.9 1268.6 825.9 386.8 140.8 42.2 10.9 2.5 0.5 0.1 4806.3
7.5 0 0 0 0 0 3 52.1 270.1 594.4 703.2 524.9 276.7 111.7 36.7 10.2 2.5 0.6 0.1 2586.2
8.5 0 0 0 0 0 0.7 15.4 97.9 255.9 350.6 296.9 174.6 77.6 27.7 8.4 2.2 0.5 0.1 1308.5
9.5 0 0 0 0 0 0.2 4.3 33.2 101.9 159.9 152.2 99.2 48.3 18.7 6.1 1.7 0.4 0.1 626.2
10.5 0 0 0 0 0 0 1.2 10.7 37.9 67.5 71.7 51.5 27.3 11.4 4 1.2 0.3 0.1 284.8
11.5 0 0 0 0 0 0 0.3 3.3 13.3 26.6 31.4 24.7 14.2 6.4 2.4 0.7 0.2 0.1 123.6
12.5 0 0 0 0 0 0 0.1 1 4.4 9.9 12.8 11 6.8 3.3 1.3 0.4 0.1 0 51.1
13.5 0 0 0 0 0 0 0 0.3 1.4 3.5 5 4.6 3.1 1.6 0.7 0.2 0.1 0 20.5
14.5 0 0 0 0 0 0 0 0.1 0.4 1.2 1.8 1.8 1.3 0.7 0.3 0.1 0 0 7.7
15.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1 0.4 0.6 0.7 0.5 0.3 0.1 0.1 0 0 2.8
16.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0 0 0 0.9

SUM: 0 0 1.3 165.4 2091.2 9279.9 19921.8 24878.8 20869.9 12898.4 6244.6 2479 836.7 247.3 65.8 15.8 3.4 0.7 100000
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𝑎𝑎 ：極値 
𝑎𝑎� ：jモードの閾値（独立変数） 
𝐻𝐻� ：有義波高 
𝜎𝜎�𝑇𝑇�, 𝜒𝜒� ：短期不規則海象中の有義波高1mあたりの

標準偏差 
𝑝𝑝�𝐻𝐻�, 𝑇𝑇�� ：短期不規則海象の発現確率密度 
𝑇𝑇� ：短期不規則海象のゼロアップクロス平均波周期 
𝜒𝜒 ：短期不規則海象の波の主方向 

 
この手法は1960年代半ばに提案され，現在我が国

でも長期予測のスタンダードな手法として広く用い

られている14)。なお，式(1)では船舶が長期間にわ

たって航海すると，あらゆる方向の波と出会う状況

になると考えられるため，波浪との出会角は一様に

分布していると考える。また，短期不規則海象の平

均波周期を約10sと仮定すると，船舶が一生のうち

に遭遇する波の数は概ね108となる。このことから，

長期予測を行う際は超過確率10-8を想定している。 
本研究では，河邉ら6) 14) 15)が提唱する最悪短期海

象理論（超過確率10-8付近の最大値は，長期分布を

構成する短期不規則海象中の船体応答の短期パラメ

ータ（船体応答の標準偏差𝐻𝐻�𝜎𝜎�𝑇𝑇�, 𝜒𝜒�）が最大とな

る短期不規則海象中の船体応答が支配的である）を

利用することとした。短期不規則海象中の応答の最

大値（正確にはゼロアップクロス平均波周期中の極

大値）は，応答のスペクトルが狭帯域であることよ

り，その確率分布はRayleigh分布で近似できる。

また，超過確率10-8の最大荷重が生じる最悪短期海

象は，短期パラメータが最大の短期不規則海象とし

て定義される。よって，式(1)の〈 〉内の算式は，式

(2)のように近似される。 
 

� ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�𝜎𝜎�𝑇𝑇�, 𝜒𝜒����
�

�
𝑝𝑝�𝐻𝐻�, 𝑇𝑇��𝑑𝑑𝐻𝐻�𝑑𝑑𝑇𝑇� 

= � ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�_�𝜎𝜎����  𝑝𝑝�𝐻𝐻�_�, 𝑇𝑇�_�� ∆𝐻𝐻�∆𝑇𝑇� 

≈ ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�_���𝜎𝜎������  𝑝𝑝�𝐻𝐻�_���, 𝑇𝑇�_����∆𝐻𝐻�∆𝑇𝑇� 

(2)

 
𝐻𝐻�_��� ：最悪短期海象の有義波高 
𝑇𝑇�_��� ：最悪短期海象のゼロアップクロス平均波周

期 
𝜎𝜎��� ：最悪短期海象中の有義波高1mあたりの標準

偏差 
 

よって，超過確率10-8の閾値は近似的に式(3)のよう

に表すことができる。 
 

𝑎𝑎�|������ 

≈ 1
2𝜋𝜋 � ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�_���𝜎𝜎������
��

�
� 𝑝𝑝�𝐻𝐻�_���, 𝑇𝑇�_����∆𝐻𝐻�∆𝑇𝑇� 𝑑𝑑𝜒𝜒 

(3)

 
ここで，短期不規則海象の継続時間を2時間と仮定

すると，船舶が一生のうちに短期不規則海象に遭遇

する回数は，概ね105回となる。このことから，超

過確率10-8の最大荷重が生じると想定した場合，最

悪短期海象中の最大荷重の発生確率は 10�� ( =
10�� 10��⁄ )と近似的に求められる。したがって，

10-5の発現確率の短期不規則海象中の1000波最大期

待値を求めることで，超過確率10-8レベルの最大荷

重と同等レベルの荷重を求めることができる。超過

確率が10-3に対する最大期待値は式(4)の様に表され

る。 
 

𝑎𝑎� = 𝐻𝐻�_���𝜎𝜎���√2 ln 1000 (4)
 

本稿では式(4)を超過確率10-8レベルの最大荷重の簡

易算式のベースとする。 
長期予測の結果より求められたHeave加速度及び

Pitch角の最悪短期海象中の支配的な波向きを図4に

示す。この結果から，それぞれの最悪短期海象の波

向きを90deg及び180deg（向波）とした。 

 

図4 最悪短期海象中の支配的な平均波向き 

5．最悪短期海象中の標準偏差 

最悪短期海象中の有義波高1mあたりの標準偏差

𝜎𝜎���は，式(5)のように表される。 
 

𝜎𝜎��� = 𝐶𝐶�𝐶𝐶�𝐻𝐻���_� (5)
 

𝐶𝐶� ：RAOを有義波高1mあたりの標準偏差へ変換す

る変換係数 
𝐶𝐶� ：長波長不規則波から短波頂不規則波へ変換す

る変換係数 
𝐻𝐻���_� ：jモードのRAOの最大値 
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超過確率10-8の長期予測値を得るためのフロー図

を図1に示す。図1の通り，長期予測は構成要素に分

けることができ，それぞれ第4章以降で説明する簡

易算式で表すことができる。これらの構成要素を可

能な限り理論的なアプローチで発展させて長期予測

を定式化した。数学的に定式化することが困難な要

素もあったが，数値解析に使用した船舶の多様性と

総数を活かして定式化を試みた。 

2．3次元耐航性プログラムによる数値解析 

提案した超過確率10-8レベルの最大荷重の簡易算

式の精度を検証するため，日本海事協会が開発した

線形の3次元耐航性プログラムによる計算を実施し

た。当該プログラムは，Papanikolauらが提案した

前進速度影響を加味したGreen関数法に基づくプロ

グラムである10) 11)。杉本らは曳航試験を行い，数

値解析の結果との比較により当該プログラムの精度

を検証している1)。当該検証により，当該プログラ

ムで計算された船体運動や船体曲げモーメントなど

の応答と低波高条件での実測値はよく一致すること

が分かった。しかし，当該プログラムにはいくつか

の制限があり，これらの制限によって実験値と計算

値の間にわずかな誤差が生じる可能性があることを

理解しておく必要がある。計算モデルのパネルサイ

ズが波長に対して相対的に粗いことに起因すると予

想される実験値と計算値の誤差がその一例である。 
数値解析には154の計算モデル（実在する船舶77

隻×1隻あたり満載積付状態及びバラスト状態の2
つの状態）を用いた。提案した簡易算式は，一般的

な商船を対象としているため，喫水線以下の没水部

の形状が左右対称である単胴船に計算対象を限定し

た。図2に示すように，𝐿𝐿や𝐶𝐶�，𝐶𝐶�などの値が幅広

くなるよう解析対象の船舶を選定している。また，

用いた船種はアスファルト運搬船，ばら積貨物船，

コンテナ運搬船，セメント運搬船，木材チップ運搬

船，一般貨物船，液化ガス運搬船（LNG，LPG），

ケミカルタンカー，鉱石運搬船，油タンカー，自動

車運搬船，冷蔵運搬船，RO-RO船と多岐にわたる。

なお，Common Structural Rules for Bulk Carriers 
and Oil Tankers12)を参考に，大波高中での船速低

下を考慮し，前進速度は5 knotとした。 

 

(A) 船の長さ 

 

(B) 方形係数及び水線面積係数 

図2 数値解析対象船のヒストグラム 

3．海象条件 

海象条件には，IACS Recommendation No. 3413)

の波浪発現頻度表を用いた。図3に当該波浪発現頻

度表を示す。 

4．超過確率10-8レベルの最大荷重の簡易算式 

極値𝑎𝑎が閾値𝑎𝑎�を超える短期不規則海象中の応答

の確率分布をRayleigh分布で近似し，当該海象の

発現確率を乗じて数値積分することで，長期の𝑎𝑎�を
超える確率��𝑎𝑎 � 𝑎𝑎��が式(1)のように表される。 

 
��𝑎𝑎 � 𝑎𝑎�� 

= 1
2𝜋𝜋� 〈� ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�𝜎𝜎�𝑇𝑇�, 𝜒𝜒����
�

�
𝑝𝑝�𝐻𝐻�, 𝑇𝑇��𝑑𝑑𝐻𝐻�𝑑𝑑𝑇𝑇�〉

��

�
𝑑𝑑𝜒𝜒 

(1) 

 

図3 IACS REC. 3413)の波浪発現頻度表 

Hs/Tz 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5 7.5 8.5 9.5 10.5 11.5 12.5 13.5 14.5 15.5 16.5 17.5 18.5 SUM
0.5 0 0 1.3 133.7 865.6 1186 634.2 186.3 36.9 5.6 0.7 0.1 0 0 0 0 0 0 3050.4
1.5 0 0 0 29.3 986 4976 7738 5569.7 2375.7 703.5 160.7 30.5 5.1 0.8 0.1 0 0 0 22575.4
2.5 0 0 0 2.2 197.5 2158.8 6230 7449.5 4860.4 2066 644.5 160.2 33.7 6.3 1.1 0.2 0 0 23810.4
3.5 0 0 0 0.2 34.9 695.5 3226.5 5675 5099.1 2838 1114.1 337.7 84.3 18.2 3.5 0.6 0.1 0 19127.7
4.5 0 0 0 0 6 196.1 1354.3 3288.5 3857.5 2685.5 1275.2 455.1 130.9 31.9 6.9 1.3 0.2 0 13289.4
5.5 0 0 0 0 1 51 498.4 1602.9 2372.7 2008.3 1126 463.6 150.9 41 9.7 2.1 0.4 0.1 8328.1
6.5 0 0 0 0 0.2 12.6 167 690.3 1257.9 1268.6 825.9 386.8 140.8 42.2 10.9 2.5 0.5 0.1 4806.3
7.5 0 0 0 0 0 3 52.1 270.1 594.4 703.2 524.9 276.7 111.7 36.7 10.2 2.5 0.6 0.1 2586.2
8.5 0 0 0 0 0 0.7 15.4 97.9 255.9 350.6 296.9 174.6 77.6 27.7 8.4 2.2 0.5 0.1 1308.5
9.5 0 0 0 0 0 0.2 4.3 33.2 101.9 159.9 152.2 99.2 48.3 18.7 6.1 1.7 0.4 0.1 626.2
10.5 0 0 0 0 0 0 1.2 10.7 37.9 67.5 71.7 51.5 27.3 11.4 4 1.2 0.3 0.1 284.8
11.5 0 0 0 0 0 0 0.3 3.3 13.3 26.6 31.4 24.7 14.2 6.4 2.4 0.7 0.2 0.1 123.6
12.5 0 0 0 0 0 0 0.1 1 4.4 9.9 12.8 11 6.8 3.3 1.3 0.4 0.1 0 51.1
13.5 0 0 0 0 0 0 0 0.3 1.4 3.5 5 4.6 3.1 1.6 0.7 0.2 0.1 0 20.5
14.5 0 0 0 0 0 0 0 0.1 0.4 1.2 1.8 1.8 1.3 0.7 0.3 0.1 0 0 7.7
15.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1 0.4 0.6 0.7 0.5 0.3 0.1 0.1 0 0 2.8
16.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0 0 0 0.9

SUM: 0 0 1.3 165.4 2091.2 9279.9 19921.8 24878.8 20869.9 12898.4 6244.6 2479 836.7 247.3 65.8 15.8 3.4 0.7 100000
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𝑎𝑎 ：極値 
𝑎𝑎� ：jモードの閾値（独立変数） 
𝐻𝐻� ：有義波高 
𝜎𝜎�𝑇𝑇�, 𝜒𝜒� ：短期不規則海象中の有義波高1mあたりの

標準偏差 
𝑝𝑝�𝐻𝐻�, 𝑇𝑇�� ：短期不規則海象の発現確率密度 
𝑇𝑇� ：短期不規則海象のゼロアップクロス平均波周期 
𝜒𝜒 ：短期不規則海象の波の主方向 

 
この手法は1960年代半ばに提案され，現在我が国

でも長期予測のスタンダードな手法として広く用い

られている14)。なお，式(1)では船舶が長期間にわ

たって航海すると，あらゆる方向の波と出会う状況

になると考えられるため，波浪との出会角は一様に

分布していると考える。また，短期不規則海象の平

均波周期を約10sと仮定すると，船舶が一生のうち

に遭遇する波の数は概ね108となる。このことから，

長期予測を行う際は超過確率10-8を想定している。 
本研究では，河邉ら6) 14) 15)が提唱する最悪短期海

象理論（超過確率10-8付近の最大値は，長期分布を

構成する短期不規則海象中の船体応答の短期パラメ

ータ（船体応答の標準偏差𝐻𝐻�𝜎𝜎�𝑇𝑇�, 𝜒𝜒�）が最大とな

る短期不規則海象中の船体応答が支配的である）を

利用することとした。短期不規則海象中の応答の最

大値（正確にはゼロアップクロス平均波周期中の極

大値）は，応答のスペクトルが狭帯域であることよ

り，その確率分布はRayleigh分布で近似できる。

また，超過確率10-8の最大荷重が生じる最悪短期海

象は，短期パラメータが最大の短期不規則海象とし

て定義される。よって，式(1)の〈 〉内の算式は，式

(2)のように近似される。 
 

� ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�𝜎𝜎�𝑇𝑇�, 𝜒𝜒����
�

�
𝑝𝑝�𝐻𝐻�, 𝑇𝑇��𝑑𝑑𝐻𝐻�𝑑𝑑𝑇𝑇� 

= � ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�_�𝜎𝜎����  𝑝𝑝�𝐻𝐻�_�, 𝑇𝑇�_�� ∆𝐻𝐻�∆𝑇𝑇� 

≈ ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�_���𝜎𝜎������  𝑝𝑝�𝐻𝐻�_���, 𝑇𝑇�_����∆𝐻𝐻�∆𝑇𝑇� 

(2)

 
𝐻𝐻�_��� ：最悪短期海象の有義波高 
𝑇𝑇�_��� ：最悪短期海象のゼロアップクロス平均波周

期 
𝜎𝜎��� ：最悪短期海象中の有義波高1mあたりの標準

偏差 
 

よって，超過確率10-8の閾値は近似的に式(3)のよう

に表すことができる。 
 

𝑎𝑎�|������ 

≈ 1
2𝜋𝜋 � ��� �� 𝑎𝑎��

2�𝐻𝐻�_���𝜎𝜎������
��

�
� 𝑝𝑝�𝐻𝐻�_���, 𝑇𝑇�_����∆𝐻𝐻�∆𝑇𝑇� 𝑑𝑑𝜒𝜒 

(3)

 
ここで，短期不規則海象の継続時間を2時間と仮定

すると，船舶が一生のうちに短期不規則海象に遭遇

する回数は，概ね105回となる。このことから，超

過確率10-8の最大荷重が生じると想定した場合，最

悪短期海象中の最大荷重の発生確率は 10�� ( =
10�� 10��⁄ )と近似的に求められる。したがって，

10-5の発現確率の短期不規則海象中の1000波最大期

待値を求めることで，超過確率10-8レベルの最大荷

重と同等レベルの荷重を求めることができる。超過

確率が10-3に対する最大期待値は式(4)の様に表され

る。 
 

𝑎𝑎� = 𝐻𝐻�_���𝜎𝜎���√2 ln 1000 (4)
 

本稿では式(4)を超過確率10-8レベルの最大荷重の簡

易算式のベースとする。 
長期予測の結果より求められたHeave加速度及び

Pitch角の最悪短期海象中の支配的な波向きを図4に

示す。この結果から，それぞれの最悪短期海象の波

向きを90deg及び180deg（向波）とした。 

 

図4 最悪短期海象中の支配的な平均波向き 

5．最悪短期海象中の標準偏差 

最悪短期海象中の有義波高1mあたりの標準偏差

𝜎𝜎���は，式(5)のように表される。 
 

𝜎𝜎��� = 𝐶𝐶�𝐶𝐶�𝐻𝐻���_� (5)
 

𝐶𝐶� ：RAOを有義波高1mあたりの標準偏差へ変換す

る変換係数 
𝐶𝐶� ：長波長不規則波から短波頂不規則波へ変換す

る変換係数 
𝐻𝐻���_� ：jモードのRAOの最大値 
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5.1 有義波高1mあたりの標準偏差への変換 

有義波高1mあたりの標準偏差𝜎𝜎を求めるため，

RAOを𝜎𝜎に変換させる。一般に，短期予測を行う場

合は，船体応答を用いて，線形重ね合わせ理論を応

用したエネルギースペクトル法を用いる。そのため，

𝜎𝜎は式(6)で表される。 
 

𝜎𝜎 𝜎 �� � 𝐻𝐻���_��𝜔𝜔𝜔 𝜒𝜒 − 𝛽𝛽��𝑆𝑆�𝜔𝜔𝜔 𝜔𝜔��𝐷𝐷�𝜒𝜒 − 𝛽𝛽�
�

�
𝑑𝑑𝜔𝜔

�
�

���
𝑑𝑑𝛽𝛽 (6)

 
𝐻𝐻���_��𝜔𝜔𝜔 𝛽𝛽� ：jモードのRAO 
𝑆𝑆�𝜔𝜔𝜔 𝜔𝜔�� ：有義波高1mあたりのPierson-Moskowitz
型の波スペクトル 
𝐷𝐷�𝛽𝛽� ：方向分布関数 
𝜔𝜔 ：波周波数 
𝛽𝛽 ：素成波の方向 

 
方向分布関数を除いた式(6)を便宜的にRAOの最大

値で除算し，式(7)を変換係数𝐶𝐶�と定めることとし

た。なお，この時の海象は最悪短期海象である。 
 

𝐶𝐶� 𝜎
�� 𝐻𝐻���_��𝜔𝜔𝜔 𝜒𝜒�����𝑆𝑆�𝜔𝜔𝜔 𝜔𝜔�_�����

� 𝑑𝑑𝜔𝜔
𝐻𝐻���_��𝜔𝜔�������𝜔 𝜒𝜒����

 (7)

𝜔𝜔������� ：RAOが最大となる時の波周波数 
𝜒𝜒��� ：最悪短期海象中の支配的な波の主方向 

 
簡単に言えば，𝐶𝐶�は規則波中のRAOを不規則波の

波スペクトル形状を考慮して標準偏差に変換する係

数である。𝐶𝐶�は船体応答によってその大きさが異な

ることから，船体応答ごとに求める必要がある。 
船体運動を求める際に必要な船体に作用する流体

力のうち，Froude-krylov力が主要な成分を占めて

いる。HeaveやPitch等の縦運動における当該流体

力は，𝑛𝑛�に関する積分なので，船型のz方向投影面

形状，すなわち水線面形状に大きく寄与する。この

ことから，Heave加速度及びPitch角の𝐶𝐶�をこれら

水線面積𝐿𝐿𝐿𝐿𝐶𝐶�で表すことができると考え，式(8)の
ように定めた。 

 
Heave加速度 
Pitch角 

𝐶𝐶� 𝜎 0.03�𝐿𝐿𝐿𝐿𝐶𝐶���.�� 
𝐶𝐶� 𝜎 0.12�𝐿𝐿𝐿𝐿𝐶𝐶���.�� 

(8)

 
図5は式(8)から得られた𝐶𝐶�の値と数値解析結果の比

較である。いずれの𝐶𝐶�も概ね推測通り水線面積

𝐿𝐿𝐿𝐿𝐶𝐶�に相関があったことから，比較的精度の高い

算式を設定できたことが分かる。なお，𝐶𝐶�を計算す

る中で使用した不規則波の波スペクトルは，IACS 
Rec.3413)で推奨されている北大西洋の有義波高と

ゼロアップクロス平均波周期によって定める方式の

Pierson-Moskowitz型の波スペクトルである式(9)
を使用している。ここでのPierson-Moskowitz型の

波スペクトルの算式は，便宜的に𝐻𝐻��で除算してい

ることに留意されたい。 
 

𝑆𝑆�𝜔𝜔𝜔 𝜔𝜔�� 𝜎
1
4𝜋𝜋 �

2𝜋𝜋
𝜔𝜔� �

�
𝜔𝜔����� �− 1

𝜋𝜋 �
2𝜋𝜋
𝜔𝜔� �

�
𝜔𝜔��� (9)

 
 

図5 式(8)と数値解析結果の比較 

5.2 短波頂不規則波への変換 

船体応答スペクトルの積分から分散𝜎𝜎�が求めら

れるが，この時求められる𝜎𝜎�は長波頂不規則波に

おける値である。実際の海域の波は長波頂不規則波

であることは稀で，多方向からの無数の長波頂不規

則波が重なった短波頂不規則波である。すなわち，

周波数の異なる素成波の集合及び平面的な広がりを

有する短波頂不規則波は，式(10)で示すような方向

分布関数𝐷𝐷�𝛽𝛽�を用いて近似的に表現される16)。 
 

𝐷𝐷�𝛽𝛽� 𝜎 �2𝑛𝑛�!
𝜋𝜋�2𝑛𝑛 − 1�! �cos�𝜒𝜒 − 𝛽𝛽���� �−𝜋𝜋2 ≤ 𝛽𝛽 ≤ 𝜋𝜋

2� (10)

 
福田法17)による船体応答の短期予測では，𝑛𝑛 𝜎 1を
採用して，式(11)とすることが多い。 

 

𝐷𝐷�𝛽𝛽� 𝜎 2
𝜋𝜋 �cos�𝜒𝜒 − 𝛽𝛽��� �−𝜋𝜋2 ≤ 𝛽𝛽 ≤ 𝜋𝜋

2� (11)

 
短波頂不規則波の標準編差を𝜎𝜎�����，長波頂不規則

波の標準編差を𝜎𝜎����とすると，𝜎𝜎�����は式(12)で表

すことができる。 
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𝜎𝜎����� = �� 𝜎𝜎�����𝐷𝐷�𝜒𝜒 𝜒 𝜒𝜒�
�
�

���
𝑑𝑑𝜒𝜒 (12)

 
𝜎𝜎����� ：短波頂不規則波中の応答の標準偏差 
𝜎𝜎���� ：長波長不規則波中の応答の標準偏差 

 
最も厳しい短期不規則海象において，長波頂不規則

波を短波頂不規則波に変換する係数𝐶𝐶�は，式(13)で
定義された。 

 

𝐶𝐶� =
𝜎𝜎������𝑇𝑇�_���, 𝜒𝜒����
𝜎𝜎�����𝑇𝑇�_���, 𝜒𝜒����

 (13)

 
船体運動を考える場合，基本的に船体応答の波向き

毎の割合は船舶の大きさにかかわらず概ね同一であ

ると推察される。数値解析の結果から，𝐶𝐶�は図6の

ようにプロットされることを確認し，概ね推測通り

であることが分かる。 

 

図6 𝐶𝐶�の数値解析結果 

この結果から，𝐶𝐶�を式(14)のように表すこととした。 
 

Heave加速度 
Pitch角 

𝐶𝐶� = 0.72 
𝐶𝐶� = 0.97 

(14)

6．最悪短期海象における有義波高 

IACS Rec. 34における有義波高の算式を検討する

にあたり，式(15)のように有義波高に対する波周期

の条件付確率分布（対数正規分布）と有義波高の周

辺確率分布（Weibull分布）の結合確率分布を18)を

用いる。 
 
𝑝𝑝�𝑇𝑇�|𝐻𝐻��𝑝𝑝�𝐻𝐻�� 
= 1
𝑇𝑇��2𝜋𝜋𝜎𝜎��𝐻𝐻��

��� �𝜒 �𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑇𝑇� 𝜒 𝑚𝑚��𝐻𝐻����
2𝜎𝜎���𝐻𝐻�� � 

× 𝜒𝜒�𝐻𝐻� 𝜒 𝛾𝛾����
𝛼𝛼� ��� �𝜒�𝐻𝐻� 𝜒 𝛾𝛾

𝛼𝛼 �
�
� 

(15)

 
𝛼𝛼 ：尺度パラメータ 
𝜒𝜒 ：形状パラメータ 
𝛾𝛾 ：閾値 

 
ただし，条件付確率分布における平均𝑚𝑚��𝐻𝐻��及び

分散𝜎𝜎���𝐻𝐻��は，式(16)の通りである。 
 

𝑚𝑚��𝐻𝐻�� = 𝐸𝐸�ln 𝑇𝑇��𝐻𝐻��� 
𝜎𝜎���𝐻𝐻�� = 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉�ln 𝑇𝑇��𝐻𝐻��� 

(16)

 
この時，図3に示すIACS Rec. 3413)の波浪発現頻度

表を用い，式(15)における短期不規則海象の発現確

率が10-5であるとして，当該確率における有義波高

を多項式近似により式(17)のように定めた。 
 
𝐻𝐻�_��� = 𝜒0.21𝑇𝑇�_���� � 5.07𝑇𝑇�_��� 𝜒 15.7 (17)

 
式(17)は波浪発現頻度表上にプロットした場合，図

7のようにプロットされる。図7を見ると分かるよう

に，式(17)は発現頻度の極めて低い海象の有義波高

を表していることが分かる。なお，波浪発現頻度表

における同時確率が10-5である短期不規則海象は，

概ね円状の分布になる（1つのゼロアップクロス平

均波周期で2つの有義波高の短期不規則海象が生じ

る場合あり）。しかし，船舶設計では一般に高い方

の有義波高を用いるため，有義波高の近似式を2次
多項式とした。また，同時確率が10-5である短期不

規則海象が円状の分布になることから，有義波高の

Hs/Tz 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5 7.5 8.5 9.5 10.5 11.5 12.5 13.5 14.5 15.5 16.5 17.5 18.5 SUM
0.5 0.0 0.0 1.3 133.7 865.6 1186.0 634.2 186.3 36.9 5.6 0.7 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3050
1.5 0.0 0.0 0.0 29.3 986.0 4976.0 7738.0 5569.7 2375.7 703.5 160.7 30.5 5.1 0.8 0.1 0.0 0.0 0.0 22575
2.5 0.0 0.0 0.0 2.2 197.5 2158.8 6230.0 7449.5 4860.4 2066.0 644.5 160.2 33.7 6.3 1.1 0.2 0.0 0.0 23810
3.5 0.0 0.0 0.0 0.2 34.9 695.5 3226.5 5675.0 5099.1 2838.0 1114.1 337.7 84.3 18.2 3.5 0.6 0.1 0.0 19128
4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 6.0 196.1 1354.3 3288.5 3857.5 2685.5 1275.2 455.1 130.9 31.9 6.9 1.3 0.2 0.0 13289
5.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 51.0 498.4 1602.9 2372.7 2008.3 1126.0 463.6 150.9 41.0 9.7 2.1 0.4 0.1 8328
6.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 12.6 167.0 690.3 1257.9 1268.6 825.9 386.8 140.8 42.2 10.9 2.5 0.5 0.1 4806
7.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 52.1 270.1 594.4 703.2 524.9 276.7 111.7 36.7 10.2 2.5 0.6 0.1 2586
8.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 15.4 97.9 255.9 350.6 296.9 174.6 77.6 27.7 8.4 2.2 0.5 0.1 1309
9.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 4.3 33.2 101.9 159.9 152.2 99.2 48.3 18.7 6.1 1.7 0.4 0.1 626
10.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 10.7 37.9 67.5 71.7 51.5 27.3 11.4 4.0 1.2 0.3 0.1 285
11.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 3.3 13.3 26.6 31.4 24.7 14.2 6.4 2.4 0.7 0.2 0.1 124
12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 1.0 4.4 9.9 12.8 11.0 6.8 3.3 1.3 0.4 0.1 0.0 51
13.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 1.4 3.5 5.0 4.6 3.1 1.6 0.7 0.2 0.1 0.0 21
14.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.4 1.2 1.8 1.8 1.3 0.7 0.3 0.1 0.0 0.0 8
15.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.4 0.6 0.7 0.5 0.3 0.1 0.1 0.0 0.0 3
16.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 1

SUM: 0 0 1 165 2091 9280 19922 24879 20870 12898 6245 2479 837 247 66 16 3 1 100000

図7 IACS REC. 3413)の波浪発現頻度表上にプロットした式(17) 
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5.1 有義波高1mあたりの標準偏差への変換 

有義波高1mあたりの標準偏差𝜎𝜎を求めるため，

RAOを𝜎𝜎に変換させる。一般に，短期予測を行う場

合は，船体応答を用いて，線形重ね合わせ理論を応

用したエネルギースペクトル法を用いる。そのため，

𝜎𝜎は式(6)で表される。 
 

𝜎𝜎 𝜎 �� � 𝐻𝐻���_��𝜔𝜔𝜔 𝜒𝜒 − 𝛽𝛽��𝑆𝑆�𝜔𝜔𝜔 𝜔𝜔��𝐷𝐷�𝜒𝜒 − 𝛽𝛽�
�

�
𝑑𝑑𝜔𝜔

�
�

���
𝑑𝑑𝛽𝛽 (6)

 
𝐻𝐻���_��𝜔𝜔𝜔 𝛽𝛽� ：jモードのRAO 
𝑆𝑆�𝜔𝜔𝜔 𝜔𝜔�� ：有義波高1mあたりのPierson-Moskowitz
型の波スペクトル 
𝐷𝐷�𝛽𝛽� ：方向分布関数 
𝜔𝜔 ：波周波数 
𝛽𝛽 ：素成波の方向 

 
方向分布関数を除いた式(6)を便宜的にRAOの最大

値で除算し，式(7)を変換係数𝐶𝐶�と定めることとし

た。なお，この時の海象は最悪短期海象である。 
 

𝐶𝐶� 𝜎
�� 𝐻𝐻���_��𝜔𝜔𝜔 𝜒𝜒�����𝑆𝑆�𝜔𝜔𝜔 𝜔𝜔�_�����

� 𝑑𝑑𝜔𝜔
𝐻𝐻���_��𝜔𝜔�������𝜔 𝜒𝜒����

 (7)

𝜔𝜔������� ：RAOが最大となる時の波周波数 
𝜒𝜒��� ：最悪短期海象中の支配的な波の主方向 

 
簡単に言えば，𝐶𝐶�は規則波中のRAOを不規則波の

波スペクトル形状を考慮して標準偏差に変換する係

数である。𝐶𝐶�は船体応答によってその大きさが異な

ることから，船体応答ごとに求める必要がある。 
船体運動を求める際に必要な船体に作用する流体

力のうち，Froude-krylov力が主要な成分を占めて

いる。HeaveやPitch等の縦運動における当該流体

力は，𝑛𝑛�に関する積分なので，船型のz方向投影面

形状，すなわち水線面形状に大きく寄与する。この

ことから，Heave加速度及びPitch角の𝐶𝐶�をこれら

水線面積𝐿𝐿𝐿𝐿𝐶𝐶�で表すことができると考え，式(8)の
ように定めた。 

 
Heave加速度 
Pitch角 

𝐶𝐶� 𝜎 0.03�𝐿𝐿𝐿𝐿𝐶𝐶���.�� 
𝐶𝐶� 𝜎 0.12�𝐿𝐿𝐿𝐿𝐶𝐶���.�� 

(8)

 
図5は式(8)から得られた𝐶𝐶�の値と数値解析結果の比

較である。いずれの𝐶𝐶�も概ね推測通り水線面積

𝐿𝐿𝐿𝐿𝐶𝐶�に相関があったことから，比較的精度の高い

算式を設定できたことが分かる。なお，𝐶𝐶�を計算す

る中で使用した不規則波の波スペクトルは，IACS 
Rec.3413)で推奨されている北大西洋の有義波高と

ゼロアップクロス平均波周期によって定める方式の

Pierson-Moskowitz型の波スペクトルである式(9)
を使用している。ここでのPierson-Moskowitz型の

波スペクトルの算式は，便宜的に𝐻𝐻��で除算してい

ることに留意されたい。 
 

𝑆𝑆�𝜔𝜔𝜔 𝜔𝜔�� 𝜎
1
4𝜋𝜋 �

2𝜋𝜋
𝜔𝜔� �

�
𝜔𝜔����� �− 1

𝜋𝜋 �
2𝜋𝜋
𝜔𝜔� �

�
𝜔𝜔��� (9)

 
 

図5 式(8)と数値解析結果の比較 

5.2 短波頂不規則波への変換 

船体応答スペクトルの積分から分散𝜎𝜎�が求めら

れるが，この時求められる𝜎𝜎�は長波頂不規則波に

おける値である。実際の海域の波は長波頂不規則波

であることは稀で，多方向からの無数の長波頂不規

則波が重なった短波頂不規則波である。すなわち，

周波数の異なる素成波の集合及び平面的な広がりを

有する短波頂不規則波は，式(10)で示すような方向

分布関数𝐷𝐷�𝛽𝛽�を用いて近似的に表現される16)。 
 

𝐷𝐷�𝛽𝛽� 𝜎 �2𝑛𝑛�!
𝜋𝜋�2𝑛𝑛 − 1�! �cos�𝜒𝜒 − 𝛽𝛽���� �−𝜋𝜋2 ≤ 𝛽𝛽 ≤ 𝜋𝜋

2� (10)

 
福田法17)による船体応答の短期予測では，𝑛𝑛 𝜎 1を
採用して，式(11)とすることが多い。 

 

𝐷𝐷�𝛽𝛽� 𝜎 2
𝜋𝜋 �cos�𝜒𝜒 − 𝛽𝛽��� �−𝜋𝜋2 ≤ 𝛽𝛽 ≤ 𝜋𝜋

2� (11)

 
短波頂不規則波の標準編差を𝜎𝜎�����，長波頂不規則

波の標準編差を𝜎𝜎����とすると，𝜎𝜎�����は式(12)で表

すことができる。 
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𝜎𝜎����� = �� 𝜎𝜎�����𝐷𝐷�𝜒𝜒 𝜒 𝜒𝜒�
�
�

���
𝑑𝑑𝜒𝜒 (12)

 
𝜎𝜎����� ：短波頂不規則波中の応答の標準偏差 
𝜎𝜎���� ：長波長不規則波中の応答の標準偏差 

 
最も厳しい短期不規則海象において，長波頂不規則

波を短波頂不規則波に変換する係数𝐶𝐶�は，式(13)で
定義された。 

 

𝐶𝐶� =
𝜎𝜎������𝑇𝑇�_���, 𝜒𝜒����
𝜎𝜎�����𝑇𝑇�_���, 𝜒𝜒����

 (13)

 
船体運動を考える場合，基本的に船体応答の波向き

毎の割合は船舶の大きさにかかわらず概ね同一であ

ると推察される。数値解析の結果から，𝐶𝐶�は図6の

ようにプロットされることを確認し，概ね推測通り

であることが分かる。 

 

図6 𝐶𝐶�の数値解析結果 

この結果から，𝐶𝐶�を式(14)のように表すこととした。 
 

Heave加速度 
Pitch角 

𝐶𝐶� = 0.72 
𝐶𝐶� = 0.97 

(14)

6．最悪短期海象における有義波高 

IACS Rec. 34における有義波高の算式を検討する

にあたり，式(15)のように有義波高に対する波周期

の条件付確率分布（対数正規分布）と有義波高の周

辺確率分布（Weibull分布）の結合確率分布を18)を

用いる。 
 
𝑝𝑝�𝑇𝑇�|𝐻𝐻��𝑝𝑝�𝐻𝐻�� 
= 1
𝑇𝑇��2𝜋𝜋𝜎𝜎��𝐻𝐻��

��� �𝜒 �𝑙𝑙𝑙𝑙 𝑇𝑇� 𝜒 𝑚𝑚��𝐻𝐻����
2𝜎𝜎���𝐻𝐻�� � 

× 𝜒𝜒�𝐻𝐻� 𝜒 𝛾𝛾����
𝛼𝛼� ��� �𝜒�𝐻𝐻� 𝜒 𝛾𝛾

𝛼𝛼 �
�
� 

(15)

 
𝛼𝛼 ：尺度パラメータ 
𝜒𝜒 ：形状パラメータ 
𝛾𝛾 ：閾値 

 
ただし，条件付確率分布における平均𝑚𝑚��𝐻𝐻��及び

分散𝜎𝜎���𝐻𝐻��は，式(16)の通りである。 
 

𝑚𝑚��𝐻𝐻�� = 𝐸𝐸�ln 𝑇𝑇��𝐻𝐻��� 
𝜎𝜎���𝐻𝐻�� = 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉�ln 𝑇𝑇��𝐻𝐻��� 

(16)

 
この時，図3に示すIACS Rec. 3413)の波浪発現頻度

表を用い，式(15)における短期不規則海象の発現確

率が10-5であるとして，当該確率における有義波高

を多項式近似により式(17)のように定めた。 
 
𝐻𝐻�_��� = 𝜒0.21𝑇𝑇�_���� � 5.07𝑇𝑇�_��� 𝜒 15.7 (17)

 
式(17)は波浪発現頻度表上にプロットした場合，図

7のようにプロットされる。図7を見ると分かるよう

に，式(17)は発現頻度の極めて低い海象の有義波高

を表していることが分かる。なお，波浪発現頻度表

における同時確率が10-5である短期不規則海象は，

概ね円状の分布になる（1つのゼロアップクロス平

均波周期で2つの有義波高の短期不規則海象が生じ

る場合あり）。しかし，船舶設計では一般に高い方

の有義波高を用いるため，有義波高の近似式を2次
多項式とした。また，同時確率が10-5である短期不

規則海象が円状の分布になることから，有義波高の

Hs/Tz 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5 7.5 8.5 9.5 10.5 11.5 12.5 13.5 14.5 15.5 16.5 17.5 18.5 SUM
0.5 0.0 0.0 1.3 133.7 865.6 1186.0 634.2 186.3 36.9 5.6 0.7 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3050
1.5 0.0 0.0 0.0 29.3 986.0 4976.0 7738.0 5569.7 2375.7 703.5 160.7 30.5 5.1 0.8 0.1 0.0 0.0 0.0 22575
2.5 0.0 0.0 0.0 2.2 197.5 2158.8 6230.0 7449.5 4860.4 2066.0 644.5 160.2 33.7 6.3 1.1 0.2 0.0 0.0 23810
3.5 0.0 0.0 0.0 0.2 34.9 695.5 3226.5 5675.0 5099.1 2838.0 1114.1 337.7 84.3 18.2 3.5 0.6 0.1 0.0 19128
4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 6.0 196.1 1354.3 3288.5 3857.5 2685.5 1275.2 455.1 130.9 31.9 6.9 1.3 0.2 0.0 13289
5.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 51.0 498.4 1602.9 2372.7 2008.3 1126.0 463.6 150.9 41.0 9.7 2.1 0.4 0.1 8328
6.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 12.6 167.0 690.3 1257.9 1268.6 825.9 386.8 140.8 42.2 10.9 2.5 0.5 0.1 4806
7.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 52.1 270.1 594.4 703.2 524.9 276.7 111.7 36.7 10.2 2.5 0.6 0.1 2586
8.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 15.4 97.9 255.9 350.6 296.9 174.6 77.6 27.7 8.4 2.2 0.5 0.1 1309
9.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 4.3 33.2 101.9 159.9 152.2 99.2 48.3 18.7 6.1 1.7 0.4 0.1 626
10.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 10.7 37.9 67.5 71.7 51.5 27.3 11.4 4.0 1.2 0.3 0.1 285
11.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 3.3 13.3 26.6 31.4 24.7 14.2 6.4 2.4 0.7 0.2 0.1 124
12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 1.0 4.4 9.9 12.8 11.0 6.8 3.3 1.3 0.4 0.1 0.0 51
13.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 1.4 3.5 5.0 4.6 3.1 1.6 0.7 0.2 0.1 0.0 21
14.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.4 1.2 1.8 1.8 1.3 0.7 0.3 0.1 0.0 0.0 8
15.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.4 0.6 0.7 0.5 0.3 0.1 0.1 0.0 0.0 3
16.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 1

SUM: 0 0 1 165 2091 9280 19922 24879 20870 12898 6245 2479 837 247 66 16 3 1 100000

図7 IACS REC. 3413)の波浪発現頻度表上にプロットした式(17) 
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単調増加及び単調減少となる範囲は限られる。その

ため，式(17)の変数であるゼロアップクロス平均波

周期の上限値としては，約17.0sが適当と考える。 

7．最悪短期海象の波周期 

一般に，RAOが最大となる時の規則波中の平均

波周期は，波周波数𝜔𝜔�������を用いて式(18)のよう

に表せる。 
 

𝑇𝑇������� = 2𝜋𝜋
𝜔𝜔�������

 (18)

 
応答スペクトルが狭帯域の性質を有すると仮定すれ

ば，波スペクトルとRAOの最大値が同じ波周波数

で重なった時に短期不規則海象中の標準偏差が最大

となる。これを「広義の同調14) 15)」という。この

仮定により，広義の同調14) 15)時のゼロアップクロ

ス平均波周期𝑇𝑇�_���は式(19)で表される。 
 

𝑇𝑇�_��� = 0.71𝑇𝑇������� (19)
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ためには，図8に示すような関係から係数を決定す

る。水線面積𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿�と最悪短期海象中のゼロアップ
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式(20)と最悪短期海象のゼロアップクロス平均波周

期の比較を図9に示す。変換したことにより，最悪

短期海象のゼロアップクロス平均波周期を高い精度

で推定できていることが分かる。 
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図9 式(20)と数値解析結果の比較 

8．波周波数 

式 (18)，式 (19)及び式 (20)から分かるように，

𝑇𝑇�_���を得るためには，RAOが最大となる波周波数

𝜔𝜔�������が必要となる。Heave加速度のRAOは波ス
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ペクトルとRAOのそれぞれの最大値が同じ波周波数

で重なる時に最大となる。波向き90degにてHeave
加速度のRAOが最大となる時，質量及び付加質量の

慣性項と復原力係数の浮力項の和（−𝜔𝜔���𝑀𝑀�� �
𝐴𝐴��� � 𝑔𝑔��）は概ね0となる傾向にある。そこで，

Heave加速度の𝜔𝜔�������は慣性項と浮力項の和が0
となる時の波周波数とし，式(21)のように示した。

式(21)のHeave加速度の𝜔𝜔�������は松井ら9)による流

体力係数の簡易算式に基づいている。式 (21)の
Heave加速度の𝜔𝜔�������と数値解析結果の𝜔𝜔�������
の比較を図10に示す。 

 

図10 式(21)と数値解析結果のHeave加速度の

𝜔𝜔�������の比較 

式(21)の精度が概ね高いことが分かる。一方，波向
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ペクトルとRAOのそれぞれの最大値が同じ波周波

数で重なる時とはならない。同調周期付近でRAO
が最大とはならないため，Heave加速度と同様の手

法を取ることはできない。そこで，Pitch角の

𝜔𝜔�������は船の長さに寄らないという定性的な考察

に基づき，数値解析の𝜔𝜔�������を船の長さで無次元

化すると，𝜔𝜔�������の無次元値は図11のように表さ

れる。 
 

図11 無次元のPitch角の波周波数の数値解析結果 

図11の結果から，Pitch角のRAOの𝜔𝜔�������は船の

長さに寄らずに概ね一定であることが分かる。この

ことから， 𝜔𝜔������� の無次元値を 2.23 とし，

𝜔𝜔�������の有次元値を式 (21)のように定めた。式

(21)のPitch角の𝜔𝜔�������と数値解析結果の𝜔𝜔�������
の比較を図12に示す。 
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図12の結果から，概ね推測通りであり，式(21)の精

度が高いことが分かる。 
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9．簡易算式と計算結果の比較 

Heave加速度及びPitch角を式(4)にて計算した値

と数値解析における超過確率10-8レベルの長期予測

値の比較を図13に示す。 
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単調増加及び単調減少となる範囲は限られる。その

ため，式(17)の変数であるゼロアップクロス平均波

周期の上限値としては，約17.0sが適当と考える。 
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波周期は，波周波数𝜔𝜔�������を用いて式(18)のよう

に表せる。 
 

𝑇𝑇������� = 2𝜋𝜋
𝜔𝜔�������

 (18)
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(A) Heave加速度 

 

(B) Pitch角 

図13 式(4)と数値解析における超過確率10-8レベ

ルの長期予測値の比較 

図13から分かるように，式(4)の精度は高いことが

分かる。 

10．結論 

線形理論に基づいて，Heave加速度とPitch角の

長期予測の高精度な簡易算式を開発した。開発した

構成要素ごとの簡易算式を図1に示している。構成

要素の定式化について簡単にまとめると次の通りで

ある。 
 

・ 船体応答の最悪短期海象中の標準偏差がRAO
の最大値と相関があると仮定し，RAOの最大

値を長期予測の定式化に使用する。本稿では，

長期予測の定式化の精度を確認するために数値

解析で得られたRAOの値を用いており，RAO
自体の定式化は行っていない。 

・ 船舶の縦運動を考えると水線面形状の寄与が大

きいという定性的な考察から水線面積𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿�を
用いて各応答のRAOの最大値を標準偏差に変

換する係数を定式化した。（第5.1節） 
・ 長波頂不規則波を短波頂不規則波に変換する係

数は応答ごとに一定値とした。（第5.2節） 
・ 最悪短期海象中の有義波高1mあたりの標準偏

差は，RAOの最大値，第5.1節の係数及び第5.2
節の係数を乗じて求めた。（第5章） 

・ RAOが最大となるHeave加速度の波周波数は，

慣性項と浮力項の和が0となる等式から定式化

した。Pitch角の波周波数はPitch角の𝜔𝜔�������
が船の長さに依存しないという定性的な考察に

基づき，無次元の𝜔𝜔�������から定式化した。

（第8章） 
・ Heave加速度とPitch角のそれぞれについて，

広義の同調14) 15)時のゼロアップクロス平均波

周期に水線面積𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿�を用いた補正をかけるこ

とで，最悪短期海象のゼロアップクロス平均波

周期を定式化した。（第7章） 
・ 10-5の発現確率の有義波高は有義波高とゼロア

ップクロス平均波周期の結合確率分布を用いて

定式化した。（第6章） 
・ 超過確率10-8の最大荷重は，最悪短期海象理論6)

を用いて定式化した。（第4章） 
 

上述のように，本稿で示した簡易算式は数値解析に

よって得られたRAOの値に基づいている。今後は

筆者らが耐航性理論に基づいて開発したRAOの簡

易算式を使用し，精度検証等を行う予定である。ま

た，横運動や船体曲げモーメントについても，本稿

と同様のアプローチで簡易算式を開発する予定であ

る。 
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(A) Heave加速度 

 

(B) Pitch角 

図13 式(4)と数値解析における超過確率10-8レベ

ルの長期予測値の比較 

図13から分かるように，式(4)の精度は高いことが

分かる。 

10．結論 

線形理論に基づいて，Heave加速度とPitch角の

長期予測の高精度な簡易算式を開発した。開発した

構成要素ごとの簡易算式を図1に示している。構成

要素の定式化について簡単にまとめると次の通りで

ある。 
 

・ 船体応答の最悪短期海象中の標準偏差がRAO
の最大値と相関があると仮定し，RAOの最大

値を長期予測の定式化に使用する。本稿では，

長期予測の定式化の精度を確認するために数値

解析で得られたRAOの値を用いており，RAO
自体の定式化は行っていない。 

・ 船舶の縦運動を考えると水線面形状の寄与が大

きいという定性的な考察から水線面積𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿�を
用いて各応答のRAOの最大値を標準偏差に変

換する係数を定式化した。（第5.1節） 
・ 長波頂不規則波を短波頂不規則波に変換する係

数は応答ごとに一定値とした。（第5.2節） 
・ 最悪短期海象中の有義波高1mあたりの標準偏

差は，RAOの最大値，第5.1節の係数及び第5.2
節の係数を乗じて求めた。（第5章） 

・ RAOが最大となるHeave加速度の波周波数は，

慣性項と浮力項の和が0となる等式から定式化

した。Pitch角の波周波数はPitch角の𝜔𝜔�������
が船の長さに依存しないという定性的な考察に

基づき，無次元の𝜔𝜔�������から定式化した。

（第8章） 
・ Heave加速度とPitch角のそれぞれについて，

広義の同調14) 15)時のゼロアップクロス平均波

周期に水線面積𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿𝐿�を用いた補正をかけるこ

とで，最悪短期海象のゼロアップクロス平均波

周期を定式化した。（第7章） 
・ 10-5の発現確率の有義波高は有義波高とゼロア

ップクロス平均波周期の結合確率分布を用いて

定式化した。（第6章） 
・ 超過確率10-8の最大荷重は，最悪短期海象理論6)

を用いて定式化した。（第4章） 
 

上述のように，本稿で示した簡易算式は数値解析に

よって得られたRAOの値に基づいている。今後は

筆者らが耐航性理論に基づいて開発したRAOの簡

易算式を使用し，精度検証等を行う予定である。ま

た，横運動や船体曲げモーメントについても，本稿

と同様のアプローチで簡易算式を開発する予定であ

る。 
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温室効果ガスの削減に向けた気候変動イニシアチブについて 
 

 
赤星 貞夫＊ 

 
1．はじめに 

地球温暖化防止のための国際的枠組みであるパリ

協定では，地球温暖化を産業革命前と比べて1.5℃
に抑えることによって，多くの気候変動の影響を回

避できるとしている。そのためには，2030年時点

で2010年比45%減，2050年前後に正味ゼロにする

ことが必要になるとともに，21世紀にわたって100
～ 1000Gt-CO2の空気中からの二酸化炭素除去

（Carbon Dioxide Removal：バイオマス，CCS等に

より大気中のCO2を除去し，地中や海洋等に恒久的

に貯留する）が必要となる。大規模な二酸化炭素除

去技術は未だ実用化されておらず，これを回避する

ためにはなるべく早期にCO2の排出量を削減し，大

気中のCO2蓄積量の増加を抑制していく必要がある。 
こうした状況に鑑み，先進国を中心に2050年～

2060年に温室効果ガスの排出を実質ゼロにする目

標を掲げる国が増えるとともに，当該目標を達成す

るためのマイルストーンとして，2030年の温室効

果ガスの削減目標も各国政府から発表されている。

日本は，2030年に2013年比で46%減という排出削

減を掲げている。（図1） 
 

図1 主要国の温室効果ガス削減目標 

これらは何れも，簡単に達成できる目標ではない。

なかでも，大規模な洋上風力開発を次々に展開，再

生可能エネルギーの導入を強力に推進し，今年11
月のCOP26では議長国を務める英国の目標が突出

している。また，ドイツも本年5月に，これに準ず

る排出量削減目標の引き上げを発表している。なお，

EUの目標は京都議定書の基準年である1990年と比

                                                      
＊ 環境・再生可能エネルギー部 

較して設定され，一方，米国は排出量が多かった

2005年と比較して設定され，それぞれ半減以下ま

で削減する目標となっている。日本の2013年比で

46%減という目標も，各国の目標を2013年比で見

れば，EU，米国と同等の水準となっている。やや

控えめとはいえども，世界最大の温室効果ガス排出

国（約28%：2017年データ1)）である中国がこのよ

うな目標を発表したことのインパクトははかり知れ

ない。 
上記は国の政策レベルでの目標であるが，一方，

民間ベースでも温室効果ガス削減のための先進的な

取り組みを推進しようとする様々な国際的な活動

（気候変動イニシアチブ）が進められている。これ

らの多くは環境NGOが，民間の自主的な取り組み

を啓発・促進しようと始めたものであるが，こうし

た活動に賛同する機関投資家や銀行の増加，また，

気候変動対応が資金調達や事業運営そのものに大き

な影響を及ぼすとの認識が企業側においても定着し

てきたことから，こうした気候変動イニシアチブに

積極的に対応していこうとする企業が増えている。 
気候変動イニシアチブへの参画は，いわば取引先

や市場との約束であり，長期にわたって削減対応，

計測，報告や公表等の責任を負うことになる。現在

議論されているレベルの排出量削減は，企業のコス

ト増につながるものであり，国レベルでの競争条件

のイコールフッティングが国境炭素調整措置（気候

変動対策が不十分な国からの輸入品に対し，生産過

程で排出された炭素の量に応じて，自国と同等の排

出負担を課す措置）とすれば，こうした気候変動イ

ニシアチブは国際取り決めに先行する民間レベルで

のそれとの見方もある。一方で，企業の気候変動問

題に対する真摯な取り組み姿勢を対外的に示すとい

う効果もある。 
本稿では，存在感を増す主要な国際気候変動イニ

シアチブの概要について紹介するとともに，当部が

昨年から実施している気候変動イニシアチブ対応の

コンサルティング業務についてもご紹介する。 
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